
銅山川第一発電所外６発電所の発電電力の売却にかかる質問への回答 

番号 質問 回答 

１ 

入札保証金の免除要件について、「過去２年

間に、国、地方公共団体等と種類及び規模を

同じくする契約をしたことを証明する契約書の

写し（２件以上）」とありますが、本案件における

「種類及び規模を同じくする契約」としては、電

力の供給契約及び余剰電力の売却契約のい

ずれも対象となるとの理解でよろしいでしょう

か。 

お見込みのとおり、電力の供給契約及び余剰電

力の売却契約で規模を同じくする契約は対象と

なります。 

２ 

契約保証金について、愛媛県会計規則第 154

条の規定による免除を希望する場合の申請方

法、提出期限及び必要書類をご教示ください。 

また、過去の契約履行実績による免除が認め

られる場合、必要となる契約実績の件数、対象

期間及び提出書類をご教示ください。 

契約保証金の免除を希望する場合の申請方法

等については、契約締結日までに愛媛県会計規

則第 154 条の規定に該当することを証明する書

類（同条第１号の場合は、県を被保険者とする履

行保証保険契約の証書等）を提出していただきま

す。 

また、過去の契約履行実績による免除の可否に

ついては、番号１の入札保証金の免除要件に準

じて、契約書の写し等を提出していただいた上で

個別に判断しますが、詳細は別途落札者にお知

らせします。 

３ 

保証金の納付について、納付方法と対象金融

機関についてお知らせください。 

現金納付の場合、インターネットバンキングを

利用した納付は可能でしょうか。 

または、振込による支払は可能でしょうか。 

入札保証金については、必要な金額を現金又は

小切手により納付していただきます（入札保証金

が免除される場合を除く）。 

また、現金納付の場合、インターネットバンキング

を利用した納付及び口座振込による納付はでき

ません。 

なお、契約保証金の納付については、別途落札

者に通知の上、個別に協議させていただきます。 

４ 

月々の電気料金の支払については、振込によ

る支払は可能でしょうか。 

※窓口納付必須な支払方法の場合、対応する

金融機関に口座がない場合対応できかねる 

月々の電気料金の支払については、別途落札者

に通知の上、個別に協議させていただきます。 

５ 
入札参加資格審査の合否はいつ通知される予

定でしょうか。 

入札参加申込書の提出期限後、入札参加資格

が確認できた者に対し、個別に通知します。 

６ 

共同入札及び契約形態について、四国地方で

の販売規模等踏まえ、弊社および関係会社で

協調しての対応可否も模索しており、そういっ

た観点から複数の小売電気事業者による共同

入札（共同で応札する形態）は可能でしょうか。 

また、共同入札が可能な場合、落札後の契約

形態について、以下のような対応は可能でしょ

うか。 

・複数社それぞれと愛媛県様との間で個別に

電力受給契約を締結する形態 

入札公告の入札に参加する者に必要な資格等で

共同入札を可能としていない（共同入札の要件、

様式等を定めてない）ため、共同入札はできませ

ん。 



・複数社と愛媛県様とでの 3 社契約を締結し、

複数社で受給電力量を分割する形態 

７ 

受給電力量の卸販売について、本件は対象発

電所の発電電力を全量購入する契約となって

おりますが、例えば弊社が全量購入した後に、

全部もしくは一部を他小売電気事業者へ卸販

売すること自体は妨げられないという認識で齟

齬無いでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

８ 

非化石価値の取扱いについて、本件は、受給

電力量に非化石価値を含むものとされていま

すが、受給電力量を複数の小売電気事業者で

分割受給する場合、非化石価値についても受

給電力量に応じて分割して移転することは可

能でしょうか。 

また、代表事業者が一旦全量を受給した後、

別の小売電気事業者へ電力を卸販売する場

合において、非化石価値を当該小売電気事業

者へ移転することは可能でしょうか。 

その場合、愛媛県様から代表事業者への移転

後、代表事業者から第三者へ移転する形態に

ついて、愛媛県様として許容可能なスキームと

なりますでしょうか。 

質問６に対する回答のとおり共同入札はできませ

ん。 

また、本県と電力需給契約書を締結した者が一

旦全量を受給した後、別の小売電気事業者へ電

力を卸販売する場合において、非化石価値を当

該小売電気事業者へ移転することはできません。 

９ 

契約締結後において、受給期間中の電力利用

形態（受給者の追加・変更、受給電力量割合

の変更等）を変更することは可能でしょうか。 

本県と電力需給契約書の締結後、受給期間中の

電力利用形態を変更することはできません。 

10 

競争入札参加資格について、入札説明書 2

（1）に記載の競争入札参加資格の取得手続き

に向けて準備中ですが、同 5（10）のとおり入札

参加申請（9/4）までの取得は必須ではなく、開

札（9/24）までに取得できていれば問題ないと

いう理解で齟齬無いでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

なお、入札参加資格の審査時に愛媛県競争入札

参加資格の申請状況等を個別に確認します。 

11 

弊社は入札保証金および契約保証金いずれ

も免除対象になり得ると理解して差し支えござ

いませんでしょうか。 

入札保証金の免除については、入札参加資格が

確認できた者に対し、個別に通知しますので、現

時点では回答できません。 

また、契約保証金の免除については、開札後、落

札者との契約締結前に個別に通知しますので、

現時点では回答できません。 

12 

電力量料金について、全従量制（従量料金の

み）とする入札が大勢を占める中で、本入札に

関しては二部料金制を採用されておりますが、

その理由についてお聞かせいただけますでし

ょうか。 

また、基本料金の設定がございますので、計画

外停止が発生した際にはペナルティとして受

給期間中に基本料金の減額がなされる場合も

安定的な売電収入の確保を図るために二部料金

制としています。 

また、設備停止の変更による基本料金の増額及

び減額はあり得ます。 



あり得るという理解で齟齬無いでしょうか。 

13 

落札者の氏名および落札金額は落札者決定

次第すみやかに入札者に通知されるとのことで

すが、どのような形で通知されるのでしょうか（メ

ールでしょうか）。また、公には愛媛県様の HP

にて当該情報を公表される予定でしょうか 

落札者を決定したときは、入札者にメール等で通

知するとともに、愛媛県ホームページで公表予定

です。 

14 

予定売却電力量について、平成８年度から令

和７年度までの受給電力量実績にもとづき算

定されたとのことですが、出水率は当該実績期

間における平均値をもとに算定されているので

しょうか。また、計画外停止率についても当該

実績期間における平均値をもとにあらかじめ考

慮のうえ算定されているのでしょうか。出水率

および計画外停止率の実績推移についてご教

示ください。 

予定売却電力量の算出において、過去の受給電

力量実績の平均値から該当期間の設備停止計

画を考慮して算出しているため、出水率及び計画

外停止率は使用しておりません。 

15 

運転パターンについて、今回の対象発電所い

ずれもダム水路式/ダム式のため、ピーク運転

が可能という理解で齟齬ございませんでしょう

か。その場合には、入札価格を算定するうえで

非常に重要な要素となりますので、当該運転

可能時間帯といった運転パターンについて予

めご教示ください。 

対象発電所は基本的にピーク運転をしています

が、ダムの運用及び用水供給従属運転のため、

予め運転パターンが決められています。 

基本的な運転パターンは添付資料のとおりです。 

16 

電源線費用について、買受人負担とのことで

すが、受給期間に発生が見込まれる金額をご

教示ください。 

電源線に係る費用については、下記の窓口へ問

い合わせください。 

○四国電力送配電株式会社 ネットワーク営業部 

ネットワークサービスセンター 契約センター 

住所：〒760-0028 高松市鍛冶屋町 3 番地 香川

三友ビル 9F 

メールアドレス:keiyaku@yonden.co.jp 

17 

守秘義務について、親会社や弁護士・会計士

等の関係者は、相手方の事前同意を得た場合

においては、第三者開示として認められるとい

う認識で齟齬ございませんでしょうか。もし、認

識齟齬無い場合には、あらかじめその旨電力

受給契約書において明確化しておくことは可

能でしょうか。 

電力受給契約書（案）の規定等に基づき、個別に

協議させていただきます。 

18 

容量市場の取扱いについて、買受人（乙）の責

となるペナルティの減額分というのは具体的に

どういったものを想定されておりますでしょう

か。 

電力受給契約書（案）第１０条第２項の規定に基

づく業務について、運用及び業務への協力を行

わないことにより生じたペナルティを想定しており

ます。 

19 

発電側課金の取り扱いについて、電力受給契

約書（案）第 23 条に「毎月の電力量料金に加

算」とございますので、一般送配電事業者への

支払いは愛媛県様で直接行うものの、同額を

弊社が愛媛県様に毎月お支払いするイメージ

一般送配電事業者への発電側課金支払い方法

については、契約締結後の協議により決定しま

す。 



で齟齬ございませんでしょうか（＝弊社が一般

送配電事業者にお支払いをする代理回収スキ

ームではない）。 

20 

広域機関へ提出する計画の諸元として、以下

期日までに計画を提出頂くことは可能でしょう

か。（期限日が祝日等の場合は別途ご相談さ

せて頂きます） 

月間計画 ：毎月 15 日までに翌々月分及び 3

か月後分を提出 

週間計画 ：毎週木曜日までに翌々週分及び

3 週間後分を提出 

翌々日計画：毎日 12 時までに 3 日後分を提出 

翌日計画 ：毎日 12 時までに 2 日後分を提出 

運用業務については、契約締結後の協議により

決定します。 

21 

広域機関へ提出する計画の諸元について、弊

社指定の様式にて提出頂くことは可能でしょう

か。 

可能です。 

 


